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０．地域振興と活性化についての問題

• 地域振興、活性化、まちづくり について書かれている書物はあまたある。

• これらは、事例中心のもの、データに終始、理念中心のもの、評論的なものが多い。

• 成功事例を賞賛し、失敗事例については犯人捜し。その落としどころは「結局はひとで
す」となる。

• 集計データ分析に終始すると、表面上の理解に留まり、説得力を伴わなくなる。

• まちづくりの理念や評論は誰でも言える。再生産の表現も多く、当たり前のことも。

これでは、まちは変わらない。変わっても一過性のもの。

• 現場体験に加えて、規範的なモデルに基づいた実証分析（仮説検証）から発した政策
提言がなされていない。

• まちの（経済構造）のどこをどのように変えれば、どのようなまちになるかの姿が提示で
きていない。
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日本加除出版、2014年3月25日（税別1800円）、本文219頁、３刷
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３章 まちの経済の成り立ちは？
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日本加除出版、2019年2月19日（税別2000円）、本文230頁

新 刊
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での留意点／移住支援と産業振興

３章 まちの経済、見方ととらえ方

ビッグデータ／規範的見方の必要性／データの見方／まちづくりとデータ分析／・・・

４章 まちの経済、稼ぐ力と雇用力

５章 まちの構造改革の落とし穴

６章 地方創生の原点：まちの存在理由

７章 地域経済構造分析の展開

まちづくりとEBPM／地域分析の考え方／データの見方／バックキャスティング／・・・

８章 まちの構造改革と地域産業連関表

９章 まちづくり構造改革の実践



１．まちの経済がなぜ成立するか

• マネーの域内循環よりも域外からの獲得手段がある。

工業都市、地場産業・伝統産業、県庁所在都市、郊外の衛星都市。

農業、林業、水産業でまちの生計がなりたっているまち

• 域外マネーを獲得できる産業の存在。

多くあることと単価の高低で稼ぐ力が決まる

• その稼いだお金がまちの中を循環すれば、所得を得る人が増える。

これが、いわゆる経済波及効果。

• これは、まちの発展につながる。

• 「発展」なき「成長」とは、稼いできたお金がまちの外に漏出していることで実質的豊
かさが実感できない状況。

• そして人口は、まちの発展のバロメータとなる。
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２．まちづくりの規範的な考え方

まちをWatch まちをObserve

まちをAnalyze

まちのPlanning

まちのPolicy

データの収集
データの構築

まちを分析する
規範的なモデル

Workshop

ＫＰＩのFeedback

地域経済構造のデザイン

総計、都市マス

アクションプラン

いわゆるまち歩きとワークショップ

「何をすれば、何がどうなる」という規範的な考え方（仮説）がないところで、いくら現場を見ても、ワークショッ
プをしても、データを見ても、きちんとした検証はできない。したがって、そこから次が生まれない！現状認
識、個人の意見からだけでは分析はできない。

こんなことをすれば、まちがこのよう
に変わっていくというシミュレーション

こんなことをすれば：施策、イベント
このように変わる：満足度、空間構造、所得など
シミュレーション：行動モデルとデータによる予測



（そのためには）まちの経済を読み解くことが必要

データの見方：横断面

• 隣町など県内他市町村との比較

• 同じタイプのまち、全国平均との比較

• 就業圏域や商業圏域、医療圏域などでの比較

データの見方：時系列

• トレンドの把握、全国トレンドとの異なりの要因は何か？

• 産業構成など構造的要因

データの見方：因果関係

• 所得が高いと小売販売額は高くなるはず

• 資本労働比率が高いと労働生産性が高くなるはず

• 人口集積があるとサービス業の生産性は高まるはず

データを見ても、どうやってそれを読み解くかが課題

それには規範的なモデルと問題解決のスト－リ－が必要

ＢtoＢ、ＢtoＣ まちの内での取引、外との取引のデータは極めて有用



Ｃ：小売販売額

Ｙ：所得額

Ｖ：付加価値額/Ｌ：従業者数

Ｋ：有形固定資本
額/Ｌ：従業者数

Ｓ：個人サービス販売額/Ｐ：人口

Ｐ：人口

赤い「回帰線」との縦方向のギャップは、
何を意味しているのか

流入と流出？
効率性？

外れ値の原因を探る！

青い点は、市町村

C = a + b・Y

C = a + b・Y
log V/L = a + b・log(K/L)

log S/P = a + b・log(P)



1人当たり医療費

高齢化率

要介護率

高齢化率

出生率

女性就業率

赤い「回帰線」との縦方向のギャップは、
何を意味しているのか

流入と流出？
効率性？

外れ値の原因を探る！

青い点は、市町村
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Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業
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Ｒ サービス業（他に分類されないもの）

７８洗濯・理容・美容・浴場業
７９その他の生活関連サービス業
７９１旅行業、７９２火事サービス業、７９６観光葬祭業 等
８０娯楽業
８０１映画館、８０２劇場、８０３競輪・競馬場
８０４スポーツ施設、８０５公園・遊園地、８０６遊技場

８８廃棄物処理業
８９自動車整備業
９０機械等修理業
９１職業紹介・労働者派遣業
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９４宗教



地域圏域の設定

四国中央市
（42,856人）

今治市
（73,097人）

西条市
（51,722人）

新居浜市
（54,462人）

1.0310.968

2,117人
(3.9%)

1.036 1,097人
( 4.4%)

1.026

3,656人
( 6.7%)

5,432人
(10.5%)

市町村名の下の数字は常住就業者数。赤枠内の数字は通
勤者数、括弧内の％は通勤流出率。国勢調査（2010年）
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0.929
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5,626人
( 35.6%)

5,729人
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松山地域就業圏域

1.161
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( 18.2%)499人( 4.9%)
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( 6.5%)

1,176人
( 6.5%)



愛媛県の地域就業圏域

人 口 中心的都市

松山地域就業圏域 642,841人 松山市

新居浜・西条地域就業圏域 233,826人 新居浜市

今治地域就業圏域 166,532人 今治市

四国中央地域就業圏域 90,187人 四国中央市

八幡浜地域就業圏域 49,252人 八幡浜市

大洲地域就業圏域 65,202人 大洲市

宇和島地域就業圏域 100,220人 宇和島市

西予地域就業圏域 42,080人 西予市

久万高原地域就業圏域 9,644人 久万高原町

愛南地域就業圏域 24,061人 愛南町

http://mujina.sakura.ne.jp/history/



３．都市計画と都市経済のシンクロ

• 「都市政策」は、住みやすいまちづくり、働けるまちづくり（稼げる都市）を実現していくためにある。

• 「都市計画」はその１つの手段とも言える。建築規制や線引き、用途規制など。

• 今回の「立地適正化計画」は人口減少とコンパクト化を考えた「都市機能の再配置計画」という「都市計
画」。

• コンパクトシティも都市計画の手法だが、「まちづくり」の考えともいえる。

• そして、「都市計画」は「まちの内部構造」を見るが、産業振興は、個別企業のことを考えても、基本は「ま
ちのマクロ経済」を見る。

• 言い換えると、前者には「まちのなか」の（空間）距離の概念が明示的に扱われる。後者も距離は扱うが、
それは「まち」と「まち」という地域間距離である。

• コンパクトシティが今後（人口減少、高齢化）の「まちづくりの必要条件」であることは、多くが認めるとこ
ろ。

• しかし、それで「まちの経済がどうなる」というイメージはできない。

• そうなるには、都市計画の手法に都市経済学的な分析を導入する必要がある。

• 「コンパクト化で、新しい仕事を生み出す」という発想をもつ。

• 都市が「どのような産業に重点をおき、稼ぐ力を顕在化していくか」という都市産業振興の「都市政策」を
考えるときには、都市計画と都市経済の考え方を連動させる必要性がある。
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４．新しいものを生み出す産業連関

イノベーションをおこす
ここでのイノベーションとは、新しい技術、特許を生み出すということだけではない。
新しい「まちづくりのアイディア」を出すという創意工夫のこと。
そのためには住民参加のワークショップも必要。

そしてイノべイティブなアイディアを実行し、地域内の連関構造を変えることが必要。
これまで、つきあい（取引）のなかったところとつきあうこと。
そういった姿を、経済モデルを使ったシミュレーションで地域をデザイン。

２つの視点

「新しいものが生まれる（イノベーション）には、どういった産業連関になるのか」

「どういった産業間のつながりができると、イノベーションが生まれるのか」

つながりの希薄だったところとの連関
まったくつながりがない分野との連関



美味しいワインいい葡萄

製造技術

いい牧場、牛

いい野菜

ブランド化

美味しい牛肉

美味しい乳製品

健康自然食品

美味しい加工品

直営レストラン

産地直売
観光客
需要者

ネット販売

耕
種
農
家
・畜
産
農
家

前方連関

後方連関複数の主体が絡んだときの結合連関、また前方連関と後方連関の循環があれば、地
域経済への効果は増幅する。

イノベーションにつながる産業連関効果

生産意欲の向上
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５．エコノミック・ガーデニングによる地域力の向上

• 「エコノミック・ガーデニング」とは、地域の特性や資源を踏まえて地元企業の育成と長期的な
安定成長を目ざす取り組みであり、企業誘致と対照的に地域の中小企業を育てるための環境
づくりを「ガーデニング」に例えている。

• エコノミック・ガーデニングとは、「都市を庭にたとえれば、企業は樹木」というコンセプトで、地域
という土壌を活かして地元企業を大切に育てることによって地域経済を活性化させる考え方。

• 1989年にアメリカのコロラド州リトルトンで生まれた施策。1990年から2005年までの新規雇用者
数は1万4,907人から3万5,163人。増加率では135.3%。アメリカ全体の平均である21.4%の約6
倍。雇用創出効果の高い施策であることが分かる。

• また、売上税の税収は1990年から2005年の間に3倍に増加。

• 企業誘致は雇用創出効果があるように見えるが、誘致した企業が生み出した利益が地元に分
配される割合は低く、本社（多くは東京）に流れる割合が大きい。

• これに対して、地域の企業が生み出した利益は地域に還元される。特に小規模企業は、地域
の経済や雇用を支える極めて重要な存在である。

• 中小企業庁はこれまでの中小企業政策を転換し、小規模企業振興基本法および小規模支援
法とそれに基づく小規模企業振興基本計画を策定。

17



• ポイントを箇条書きにしてみると、次のようになる。

①工場誘致より地元の企業、特にやる気のある成長志向企業に焦点（横並び主義からの決別）

②長期的視点での産業振興予算の継続、担当者の継続性

③企業間連携、産官学連携

⇒ 製造業者だけでなく、農林水産業者から消費者までの真摯な交流

④データベースの提供、情報分析、ＧＩＳ活用、マーケティング

• どれをとっても地域産業振興にとって特段目新しいものではないが、１つ１つは地域振興にとっ

て不可欠のもので、それらがエコノミック・ガーデニングという概念の中で一体的に実施される

ことにその価値があると言える。

• 産業連関構造の観点で言うと、①と③では、如何に産業を組み合わせるかが関連してくる。生

産現場だけでなく、企画・開発・管理部門の誘致や地元中小・中堅企業との連携などが重要な

要素。

• これによって工場から域外の本社へのマネーの流出を押さえることができ、まちの産業連関を

稠密にすることにつながる。

• また、④のところに地域産業連関表の活用が加われば、よりパワフルになる。
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６．人材誘致による産業連関の形成

神山町（徳島県）の地域振興の取り組みの始まりは、「企業誘致」ではなく「ひと」の誘致から。
国内外から芸術家を誘致することで、「ひとの循環」を形成すること。
また、徳島県の施策として広域的に整備されたIT環境を背景に、企業のサテライト・オフィスを誘致する取り
組みも。 ⇒ これも人材誘致

実際、首都圏からやってきたデザイン会社の社長が地元加工食品のラベル制作に協力して、新たな価値を
生み出している。
これは付加価値の創出であり、まちづくりのイノベーションといえる。
結果、神山町は「まち」としての内外とのつきあい方が変わった。

かごしまクリエイティブライフ（クリエイティブ人材誘致）

デザイン等のクリエイティブ産業の育成支援と集積促進、デザインやコンテンツ業など知識集約型産業の振
興を図ることを目的に市が進めている「クリエイティブかごしまプロジェクト」。このプロジェクトの一環として、
クリエイティブ人材誘致事業において、今後、クリエイターを対象とした「かごしまお試し移住」や「移住補助
金制度」など、市のクリエイティブ産業の振興に貢献できるクリエイターの人材誘致に関する様々な施策。

• 「かごしまクリエイティブライフ（クリエイティブ人材誘致）」

• 移住補助金制度（クリエイティブ人材誘致事業補助金）

• クリエイター向け首都圏UIターンイベント

• かごしまお試し移住（短期滞在）／ かごしまお試し移住（長期滞在・インターンシップ）



例１） 観光客増加でお土産品販売が増えたが、増えた額ほどにまちの所得は増えない
（住民感覚に加えて、産業連関表で実証可能）

原因は単純。地場産品も場合によるが、お土産用のクラフト製品、お菓子（まんじゅう、せんべい、クッキーな
ど）、練り製品、飲料（お茶、お酒）の素材はどこのものか？どこで作られているのか？

誘致企業の（副）生産物を活かせてお土産物は作れないか、まちの商工会でお土産物を作れないか。これで
自給率が上がれば、域外へ漏出するマネーは低下する。

７．からめ手の移出産業（基盤産業）の創出

例２） 高齢化社会は、医療や介護関係への支出が増える。これによる経済効果も生まれる。
しかし、生活費を切り詰めての支出となれば、経済効果は衣食への支出減少で相殺される。

仮に、新規の支出とすれば、経済効果は生まれる。その効果は、上流に位置する医薬品需要、食料品需要、
介護機器やの需要などに向かう。これらの供給が地域で行われず、域外からの移入に依存していると経済効
果は小さくなるとともに、地域の交易収支も悪化する。しかし、新技術の導入や企業誘致と合わせて自給率を
少しでも高められるとなれば、経済効果も飛躍的に大きくなり、交易収支の改善にもつながる。

例３） 移住作戦で、１００人が移住してきた。この経済効果は、住宅投資、消費需要の増加による経済波及
効果である。これは、誰でも考えること。

移住者には、年金生活者を除いて、通常は仕事が必要。どんな仕事をするかによってまちへの経済効果は
異なる。地域産業に従事するか移出産業に従事するか。前者の場合は、基本は人口規模に依存するので経
済効果は小さい。後者の場合は、移住者自身が移出産業の担い手であればベストだが、そうではなくても移
出産業に従事することで、域外マネーの獲得に貢献できる。もちろん、移出需要がある部門であることが前提20



外部の視点
（岡目八目）

基盤産業の素
材を発掘、育成

弱体化した基盤
産業を再興

新たなマーケ
ティング戦略

新分野で商品
の差別化

地域資源の発
掘や再発見

非基盤産業への
波及効果の向上

産業間のつなが
り（循環）を強化

基盤産業とは域外からお金を稼いでくる産業、非基盤産業とは域内需要を満たす基盤産業からの派生的産業

基盤産業の候
補を外から誘致

基本的な考え方 そのためには

人のつながり
ネットワーク

将来の展望

人の役割 まちのデザイン

まちへの脅威を
機会ととらえ直す
構造改革シミュ
レーションの実施

８．地域経済構造のデザインに向けて

Story づくり

異質性

先見性

先導性

雇用効果の向上

伸ばす産業の識別

地域経済構造
分析の実施

ワークショップ
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Ⅰ地域（圏域）の設定

分析の対象地域、地域政策の誤謬

Ⅱ地域経済の状況

人口、雇用、賃金、所得、税収

Ⅲ地域経済構造の識別と相互の関係

基盤産業、基幹産業、雇用吸収

相互関係と動向

Ⅳ地域経済の連関と循環

（１）連関構造：つながり

（２）循環構造：めぐる

Ⅴ地域経済のポートフォリオ

地域経済の安定性・頑健性

Ⅵ地域経済の資産（ストック）分析

９．地域経済構造分析の流れ

Ⅰ
解説 ８６～８９頁
事例 １１６～１１７頁
Ⅱ
解説 ８９～９２頁
事例 １１８～１２６頁
Ⅲ
解説 ９３～１０５頁
事例 １２７～１３７頁
Ⅳ（１）
解説 １０６～１０７頁
事例 １３５～１４２頁
Ⅳ（２）
解説 １０７～１１１頁
事例 １９３～１９５頁 （浜田市）
Ⅴ
解説 １１１～１１４頁

in 「まちづくり構造改革：地域経済構造をデザインする」

（日本加除出版、2014年）
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◎兵庫県豊岡市

基盤産業の再発見、そこから産業連関を形成。ビッグデータの活用

△佐賀県佐賀市

◎兵庫県朝来市

竹田城跡への観光収入をいかに循環させるか

△鹿児島県鹿屋市

畜産振興（地域商社化）の経済効果

◎愛媛県新居浜市

住友の企業城下町、住友関連企業の市経済への貢献度、市内の中堅中小企業と
のマッチング

◎愛媛県松山市

帝人など有力企業の撤退、他方で生産用機械製造業の売り上げ向上、

市にとって波及効果の大きい業種を識別し、戦略的な誘致計画

地域経済構造分析を実施して、産業振興に役立てている地域
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△新潟県佐渡市

佐渡市の経済振興に役立てる意欲も職員の移動と市長の交代で下火

（折角、内閣府まちひとしごとの予算でやったのに）

◎宮崎県小林市

宮崎県が４年前に「地域経営研究会」を立ち上げ、主として中山間地の自治体に産
業連関表を作成し地域経済構造分析を実施。

◎徳島県美馬市

新たに作成した産業振興計画に、市が考えている振興政策の効果を産業連関表を
用いて推計。

◎岐阜県高山市

観光、家具、木工品、飛騨牛、地酒

◎沖縄県那覇市

サービス業、特に情報サービス業の自給率を高めるために、Ｕターン人材の活性化。

地域経済構造分析を実施して、産業振興に役立てている地域


